
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民自治協議会設立に向けて（案） 
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Ⅰ．市民自治協議会とは 
 

１ 市民自治協議会とは  
  

■地域の身近な課題解決に向けて、地域が一体となって取り組む組織です。 

■概ね小学校区単位で設立します。 

一定のまとまりのある地域（概ね小学校区程度以下）においてどのような課題がある

かを把握し、その課題解決や住みよいまちづくりに向けて、地域のことは地域で考え、

一体となって取り組む組織です。 

この組織では、自分達の住んでいる地域について語り合い、自発的に地域のまちづく

りの目標や将来像を考えていく必要があり、その将来像に向かって地域に住む人が当事

者意識を持って、計画的に取り組んでいくことが重要になってきます。設立にあたって

は強制的に提案しているものではありませんので、地域の実情に応じて、地域において

設立の必要性などの検討を十分に行うことが大切です。 

区域については、地域の皆さんのお互いの顔が見える範囲、あるいは地域の特性や課

題が共有できるような範囲ということで、概ね小学校区程度以下としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【参考】生駒市自治基本条例第４３条第１項 抜粋 

（市民自治協議会など） 

第４３条 市民は、個性的で心豊かな地域をつくるため、一定のまとまりのある

地域において、自治会、ＮＰＯなどの多様な主体で構成される市民自治活動を

行う組織（以下「市民自治協議会」という｡)を設置することができる。 

<解説> 

地域の特性や資源をいかした個性豊かな市民自治活動を行っていくために

は、地理的条件など地域特性を共有するおおむね小学校区程度以下の単位を基

本に自治会、ＮＰＯなどの多様な主体がまとまって活動することが必要であり、

そうした組織（市民自治協議会）の設置について規定するものです。 

 



 

 - 2 -

２ 市民自治協議会設立の目的 
 
様々な地域課題や地域のニーズに的確に対応していくため、地域におけるコミュニテ

ィの充実を図り、地域が主体となって地域の身近な課題を解決できる仕組みを築きま

す。 

近年、厳しい経済情勢による税収減や人口減少・少子高齢化などによる社会環境の変

化により市民・地域におけるニーズが多様化・複雑化する中、また、地域防災・防犯、

地域福祉、通学路問題など地域において様々な課題が発生し、市だけで対応することは

難しくなってきています。一方では、地域のまちづくりへの市民意識が高まり、様々な

団体が連携して地域課題に取り組み、ＮＰＯ・ボランティア団体の活動も盛んになりつ

つあります。また、平成２３年３月の東日本大震災において、地域における相互助け合

いの重要性が改めて見直され、地域における絆を育むことの必要性も高まっています。 

このような状況の中、市民・地域のニーズに対応していくためには、地域における公

共サービスを担うのは市だけでないという意識を持ち、市民と市が、あるいは市民同士

が相互に連携していくことが必要です。市民が公共サービスを提供する側に参画するこ

とで、よりニーズに応じたサービスが可能となります。そのためには、個人でできるこ

とは個人で（自助）、個人でできないことは地域で補い、地域でできることは地域で担い

（共助）、そして市が支援し、補完する（公助）というような、連携しながら地域課題を

地域全体で考え、地域で助け合い、支えあうための仕組みをつくることを目的としてい

ます。 
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３ 市民自治協議会の構成 
 

地域における多くの各種団体などが参加し、地域が一体となるよう構成することが望

まれます。 

地域住民の意見を反映できるよう、自治会をはじめ、地域の各種団体、ＮＰＯ・ボラ

ンティア団体、事業者、地域住民など、地域に関わる様々な人々によって構成され、誰

でも参加できるものとし、様々な分野で地域課題の解決などに向けて、構成員の知恵と

力を出し合っていく組織です。ここで重要となってくるのは、地域別代表性、課題別代

表性、世代別・性別代表性が担保され、幅広い世代や住民層の参加を促進していくこと

が重要です。地域代表性は、自治会の代表者の参加、課題別代表性も地域の各種団体等

の参加にて担保できると考えられますが、世代別・性別代表制を担保するには、子育て

期の女性や勤労階層の青年、中年層の参加を促すなどの工夫も必要です。 

組織イメージ図は、あくまで例示であり、構成する団体などについては、それぞれの

地域の特性・課題に応じて決めていきます。また、設立後も新たな地域課題の発生等地

域の実情に応じて構成団体も見直していくことも考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市民自治協議会のイメージ図】 

 民主的で開かれた組織 

地域住民 

地域の課題解決に関する事業 

地域の交流促進に関する事業 等 

課題別代表 

身の回りの課題・分

野を解決する課題別

の団体 

(例)NPO、民生・児童

委員等 

市民自治協議会 

世代別・性別代表 

世代別・性別を代表

する団体 

(例)PTA、子ども会等 

地域別代表 

地域を代表する団体 

(例)自治会 

地域住民・事業者など 

 話し合い

で決定 
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４ 市民自治協議会ができたら 
 

■地域の総意による地域課題の解決 

地域の総意に基づき、一体感を持って地域課題に取り組めます。 

■相互補完・相乗効果の期待 

各種団体が連携・協働することで、お互いの活動に刺激を与え、活動の幅が拡が

りよりよい活動に発展する相乗効果が期待できます。 

■効率的な活動が可能 

地域内での各種団体相互の人材を活用することにより、活動が効率的になります。 

■地域住民の地域参画の意識高揚・促進 

地域課題解決に向け地域へ参画し、取り組むことにより、地域への愛着が生まれ

ます。 

市民自治協議会は、地域内の各種団体のネットワーク化や相互補完を図るとともに、

地域の特色を活かした組織であるため、地域の細やかな課題にも対応することができ、

地域住民の皆さんの満足度が高まることが期待できます。 

自治会については、地域の人と人、地域と人、さらには地域と市をつなぐ地域活動の

核として、地域においてなくてはならない存在であることから、市民自治協議会が設立

された後も、組織の構成団体の中心的な役割を果たしていただくことになります。 

各種団体については、これまでの活動はそのまま継続していただくことに加え、継続

が難しくなった事業についても、市民自治協議会の組織力を活かして、連携・協働して

いける可能性もあるので、より活動の幅が拡がります。 

自治会をはじめ各種団体については、より効率的・広域的・発展的な地域のまちづく

りの事業を行っていくためには、単独としてよりも、市民自治協議会として取り組んで

いくことも期待できます。 
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５ 市民自治協議会の取組み・活動 
 

地域におけるまちづくりの将来ビジョンを定め、目標を実現するための取組みを出来

ることから行います。 

地域のまちづくりの将来ビジョンを実現していくために、実施すべき取組みについて

検討を行い、その重要性や緊急性に応じて、優先順位、実施時期、役割分担などを明ら

かにした行動計画を定めていき、出来ることから計画的に実施していきます。これらの

計画を実行していくことにより、身近な公共サービスの創造・提供や地域の特性や資源

を活かした個性ある地域づくりにつながります。 

 

 

 

 

 

 

 

【想定される主な活動例】 
 

活動例 他市の取組み事例 

暮らしの安全・安心、防災

に関する活動 

防災訓練、地域安全マップ作成、あいさつ運動など 

健康づくり、福祉の増進に

関する活動 

健康まつり(体力測定・血圧測定・健康相談)、健康講習会、認知症予防講座、

認知症徘徊高齢者早期発見・保護訓練など 

快適な生活環境及び景観の

保全に関する活動 

河川・道路美化活動、里山保全活動、ごみステーションの管理監視体制の強

化、花いっぱい活動など） 

社会教育や生涯学習に関す

る活動 

通学児童の安全確保のための防犯パトロール、青少年のたまり場解消、地域

の子ども達の交流、リーダー育成事業など 

スポーツ、文化に関する 

活動 

文化財等の案内板作成と案内、地区運動会(防災訓練を取り入れた運動会)・

文化祭の開催、まちあるき(わがまち探訪)・ウォーキングイベント、伝統文

化に関する事業など 

地域の特性を生かした活動 
休耕地を活用した無農薬野菜の栽培、地域の人を講師にした各種講座の開催、

Ｂ級グルメ開発など 

その他 コミュニティセンターや公園の指定管理、廃食油回収など 

 

 

【参考】生駒市総合計画 分野1-(2)-1※より抜粋 

自分達のまちのことは、自分達で決めて行動するために市民自治協議会を設置し、

安全、安心、防犯、防災などの地域の課題解決に取り組む。 

 

※ 1 ・・・市民が主役となってつくる、参画と協働のまち 

(2)・・・地域活動・市民活動の活性化 

1 ・・・地域活動・市民活動 
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Ⅱ．市民自治協議会設立までの流れ 

地域の身近な課題解決に向けて、地域が一体となって取り組む組織であることから、地域

の住民や団体の意志や自発性を確認しながら進めていくことが必要です。 

設立までの流れはあくまで一例です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民自治協議会設立後に

は、協議会が実施する地域

の課題解決に関する事業や

地域の交流促進にする事業

に関し、予算の範囲内で補

助金を交付します。 

・必要に応じてアドバ

イザーとして市職員も

会議に出席します。ま

た、場合によっては、

学識経験者も出席を行

います。 

・会議等の打ち合わせ

の際には公共施設の提

供などについても配慮

します。 

プラットホーム（準備会）

を立ち上げた場合におい

て、地域課題解決に関す

る事業を実施する場合

に、要件を満たせば、予

算の範囲内で補助金を交

付します。 

地域のまちづくりの将来ビジョンに基づ

き、活動を行っていきます。 

検討会（まちづくり交流会・円卓会議）などの開催   
顔の見える関係作りからはじめ、まちづくりへの機運を高めていきます。 

地域の様々な人々への参加の呼びかけ 

地域住民などに、プラットホーム（準備会）の参加を呼びかけます。 

第１段階 

プラットホーム（設立準備会）の設置、地域ニーズの把握 

プラットホームを設置し、地域の課題を発見・共有するとともに、地域ニ

ーズを把握していきます。 

第２段階 

組織構成の検討・規約の作成 

総会、理事会地域の実情に応じた組織構成を検討します。 

地域のまちづくりの将来ビジョンの作成 

地域の将来像・方向性を示したものを作成します。 

第３段階 

協議会設立総会の開催 
設立総会を開催し、規約や地域のまちづくりの

目標などを決定します。 

市民自治協議会設立 

第４段階 

市民自治協議会が出来て動き出すかどうかは、それぞれの過程において、多くの人々が参加する機

会を設けるなど、地域の住民の皆さんに周知・理解されていることが大切ですので、それぞれの過程

を大切にしましょう。 
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１ 第１段階  
 

 検討会（まちづくり交流会・円卓会議）などの開催 

プラットホーム（設立準備会）を立ち上げる前に、まずは、地域で活動する各種団体の

把握をし、自治会長を始め、主な団体の代表者、まちづくりに関心のある人などによる検

討会（まちづくり交流会）を開催し、地域のまちづくりに対する機運を高めていきます。

この中で、プラットホーム（設立準備会）の会則、構成団体や市民自治協議会設立までの

大まかなスケジュールなどについても話し合います。 

 

 地域の様々な人々への参加の呼びかけ 

市民自治協議会のプラットホーム（設立準備会）には、地域に強い活動基盤を持つ自治

会をはじめ、より専門的な立場から地域課題を解決しようとする各種団体や、まちづくり

に関心のある地域住民などに参画してもらうことが望ましいと考えられます。そこで、検

討会の開催時には参加していなかった市民自治協議会を構成すると考えられる各種団体や

地域住民など様々な人々への呼びかけや周知を行います。 

 

【誰が呼びかけるのか】 

自治会は、これまでも地域コミュニティの醸成に大きな役割を果たし、地域の中核を

担ってきていることから、自治会が中心となり、地域において活動している団体などに

広く呼びかけを行っていくのが望ましいと考えます。その際には、地域の各団体に、検

討会の設立の目的や経緯について説明し、活動に加わってもらいます。 
 

 

 

２ 第２段階 
 

 プラットホーム（設立準備会）の設置、地域ニーズの把握 

参加の呼びかけに応じられた方々により、市民自治協議会の設立に向けてのイメージが

共有できたら、市民自治協議会のプラットホーム（設立準備会）を設置し、開催します。

プラットホームの設置後は、その構成員を中心に、地域のまちづくりの将来ビジョンの作

成を行っていくため、地域の現状の把握、地域課題の洗い出し、地域のニーズの把握を行

っていきます。 
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【地域の現状の把握（人材・構成団体・文化・自然等）】 

地域における資源や基本的なデータ等について整理をし、自分達の地域の強みと弱み（地

域にあるものないもの）について考えていきます。このことにより、地域で必要なもの、

地域でできるものは何かが見えてきます。 

人  材：取組みや活動を行う人材はいるか 

構成団体：どのような構成で組織化を行うか 

文  化：地域での祭り、文化財等はどのようなものがあるか 

自  然：地域の自然環境や特徴はどのようなものがあるか 

 

【ニーズの把握】 

地域の住民が何を考えているかを情報収集・整理をし、どのようなニーズを必要としている

のかを考えていきます。 

・地域を取り巻く要因 

内的要因：地域で発生している課題・問題や取り組んでいるものはあるか 

外的要因：社会的に発生している課題・問題や取り組んでいるものはあるか 

・地域の住民の意識 

まちづくり・地域への関心はあるか、地域の催物に参加する人は多いか 
 

 

地域ニーズの把握については、構成員の意見をはじめ、地域の住民が日頃何を考えてい

るのかを情報収集するため、アンケート調査実施や意見募集など、なるべくたくさんの住

民の皆さんから意見を収集する方法を検討します。たくさんの人の意見を聞いたり、話し

合うことで、地域の現状やニーズの把握ができるようになります。 

また、市民自治協議会の活動に多くの地域住民の皆さんが自主的に参画していただける

よう、広報紙や回覧を発行するなど周知の工夫も考えられます。 

 

【住民への情報周知】 

プラットホーム（設立準備会）での取組みを周知するため、取組みの状況、話し合いを

した結果、今後の予定などはできるだけ多くの住民の皆さんに知らせることが必要です。

取組みを知ってもらうことにより、地域の皆さんの関心が高まり、参画する人も多くなっ

てくることが期待できます。上記にも書きましたが、広報紙、回覧、自治会掲示板、電子

メール、ホームページなどの電子媒体、また口コミ等の方法が効果的と考えられます。 
 

 

市民自治協議会は、県外他市町村においても、住民自治協議会、地域まちづくり協議会

など名称の違いはありますが設立されています。そういった先進地の組織構成、規約、地
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域まちづくり計画などの資料はホームページなどで公開されてるケースもありますので、

協議会設立に向けての参考とすることができます。 

 

３ 第３段階 
 

 地域のまちづくりの将来ビジョンの作成 

地域のまちづくりの将来ビジョンは、地域における今後のまちづくりの考え方や方向性

を示すものです。第 2 段階で、地域の現状や地域の課題やニーズを把握できれば、将来ど

んなまちにしていきたいのか、どのようなまちづくりをしていきたいのかを考えていきま

す。 

【考えていく流れの例】 

① 地域の皆さんがこれからどのような暮らしをしたいのかを考えてみることが大切で

す。10年、20年、30年後、どのような暮らし方がしたいか暮らし方の将来像を描いて

いきます。 

② そのような暮らし方ができるためには、どのような地域になったらいいのか考え、地

域の将来像を描いていきます。 

③ 地域の将来像を、『□□の○○な地域・小学校区』、『△△な◇◇まち」などとみなさ

んの印象に残るよう、簡易な言葉で、わかりやすいものとし、みなさんで共有し、協

議会設立に向けての気運を高めていきます。 

④ 「地域のまちづくりの目標・将来ビジョン」の作成について議論し合うことによって、

多くの人が活動に参加することが大切です。 

 
 

この地域のまちづくりの将来ビジョンは作成する過程が一番重要で有意義なものです。

地域のたくさんの人々が一緒になって議論、検討を重ねるというプロセスが大事になって

きます。自治会の役員等を中心に、地域のたくさんの人々に関心を持ってもらい、知恵を

出し合って議論し、検討していくことが大切です。 
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また、第 4 段階での協議会設立の段階では、地域のまちづくりの将来ビジョンを設立趣

意書や規約に盛り込んでいきます。この地域のまちづくりの将来ビジョンをまとめて作成

していくことは、プラットホーム（設立準備会）の大きな役割の一つとなります。 

次に、地域のまちづくりの将来ビジョンが決まれば、それを実現していくための「基本

方向性」を考えます。 

 

【考えていく流れの例】 

① 地域で今後取り組まなければいけない重要な課題やニーズについて、方向性を示します。 

（例：高齢者福祉をどうするか、子どもの健全育成をどうするか、生活の利便性をどう確

保するか） 

② 目標を達成するために地域の重要課題に絞ることが大切です。 

（例：安心・安全・防災・防犯・健康・高齢者福祉・環境・自然・町並み・文化・交通・

スポーツ など） 

③ 各分野の課題をどの程度まで解決するか、他の分野と合わせて考えたら相乗効果でより

よい解決につながることもありますので、総合的に考えていきます。 

④ それぞれわかりやすい目標を示します。 
 
 
 

 組織構成の検討・規約の作成 

市民自治協議会の組織は決まった形があるものではありませんので、地域の実情に応じ

て決めていくことになります。他市の事例を見ると、予算の決定、地域課題の解決方法の

【地域のまちづくりの将来ビジョンの記載イメージ例】 

基本方向性１ 

安心安全な地域づくり 

基本方向性４ 

誇りのある地域づくり 

基本方向性３ 

交流のある地域づくり 

基本方向性２ 

緑溢れる地域づくり 

『□□の○○な地域・小学校区』 

『△△・◇◇のまち』 
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検討、地域の将来像の策定を担う「意思決定組織」（総会・役員会など）と、具体的な地域

活動を展開していくための「執行組織」（部会(テーマ別・課題別)）の機能を備えているケ

ースが一般的になっています。市民自治協議会の活動については、民主的・透明性を求め

られることから、最高意志決定機関である総会を最上位とした組織体制を築いていくこと

が必要です。また、組織を統括する役員会・理事会なども設置されているケースが多く、

テーマ別・課題別部会の調整などを行う組織を設置しているケースも見受けられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）設置する組織の例 

区 分 機 関 役割 

意思決定組織 総 会 

・地域まちづくりの将来ビジョン承認に関すること 

・協議会の事業計画及び予算に関すること 

・協議会の事業報告及び決算を承認すること 

・理事会の推薦に基づき、会長、副会長、事務局長、会計及び監事

意思決定組織 

総 会 役員会・理事会

連携 

運営委員会（執行機関） 

部 会 

地
域
づ
く
り 

環 
 

境 

防
災
・
防
犯 

健
康
福
祉 

生
涯
学
習 

・
・
・
・ 

・
・
・
・ 

市
民
自
治
協
議
会 

参画 
・ 
協働 

地域住民・各種団体・事業者等 

【組織構成の大枠のイメージ】 
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を承諾すること 

・理事会の委員を選任すること 

・規約の制定及び改廃に関すること 

・その他協議会に関する基本的事項及び重要事項を決定すること 

役員会 

・事業計画及び予算を策定し、事業報告及び決算を行うこと。 

・会長、副会長、会計及び監事を総会に推薦すること。 

・評議決定した事項を構成員に周知すること。 

・総会がやむを得ない事情で開催できない場合、総会機能を代行す

ること。 

・その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項を議決する

こと。 

執行組織 部 会 
・テーマ別・課題別に部会を設置し、市民自治協議会のさまざまな

活動の企画・立案・実働・報告を行う。 

※その他、必要に応じて、テーマ別・課題別部会の横断的な調整を行う組織の設置も考

えられます。 

 

① 意思決定組織 

市民自治協議会の実施する事業を決定するために、意思決定機関を設置します。意思

決定機関の一例として、総会・役員会等の設置が考えられます。協議会の組織構成は、

地域の実情に応じて決めることになりますが、総会は必須機関となります。 

総会は代議員で構成され、自治会や各種団体から選ばれた代表者が代議員となって、

市民自治協議会の実施事業や予算などの重要な案件について審議し、決定する最高意思

決定機関として位置づけられます。 

総会は構成人数が多くなることが考えられるため、総会において代議員の中から選任

された委員で役員会を組織します。役員会では、総会に提出する案件などを審議し、常

設の意思決定機関となります。 

② テーマ別・課題別部会の設置 

地域課題の解決に向けた事業を実施するに当たっては、活動のテーマに応じて専門の

部会を設置していきます。部会の構成は、活動が充実するよう、同じような活動の目的

をもった団体で構成することで、より効果的な活動が期待できます。 

テーマ別・課題別部会の設置については、当面の課題解決の活動を行うための必要最

小限の部会を設置し、新たな課題が発生したときに、部会を増やしていく方法も考えら

れます。 
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【部会・取り組みの例】 

部会名 取り組み・活動の例 

自治・総務 
協議会情報の発信などの広報活動、地域交流促進、地域のリーダー育成事業

等 

防災・防犯 
災害時要援護者避難支援、地域防犯活動、消火設備点検、自主防災研修、消

火訓練、避難訓練、防犯・安全パトロール等 

福祉・健康 
福祉事業の推進、高齢者見守り事業、高齢者健康づくり、介護予防、障害者

支援、子育て支援、スポーツ大会等の実施等 

文化・教育 地域教育、青少年育成、通学合宿、生涯学習の推進等 

環 境 里山の整備・植樹、花づくり、河川美化、環境学習、不法投棄パトロール等 

交 通 道路標識の設置、通学路児童見守り、不法駐輪の防止、交通安全啓発活動等 

 

（２）役員の構成 

市民自治協議会の役員は、会長、副会長、書記、会計、監事、部会長などが考えられ、

代議員の中から立候補・推薦の上、総会において決定します。 

代議員は、地域内の団体や地域住民の代表として、各団体や各自治会等の推薦などによ

り選出します。その際には、地域内の構成員から幅広い人材を集めるように配慮する必要

があります。 

【役員等の構成例】 

役 職 主な役割等 

会 長 
市民自治協議会の代表として、協議会の事業運営等を指揮監督します。また、総会等の

会議の招集を行います。 

副会長 会長を補佐し、会長が不在のときは会長の職務を代理します。 

書 記 市民自治協議会における会議等記録や各種庶務・事務を行います。 

会 計 
現金、預貯金、帳簿を適正に処理・管理し会計にかかる事務を行います。現金等の出入

金を行う際には。会長の承認が必要です。 

監 事 
協議会における事業運営や会計処理が適正に行われているか監査を行い、その結果を総

会にて報告します。 

部会長 課題別・テーマ別部会の代表者として、事業を実施する際に部会を指揮監督します。 

代議員 地域内の構成員から選出し、総会における議題についての評議・決定を行います。 

※その他、必要に応じて、顧問・相談役などの設置も考えられます。 

 

（３）規約の作成 
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プラットホーム（設立準備会）で地域課題や地域ニーズの把握を行い、それに基づき地

域のまちづくり目標・将来ビジョンや組織体制など、これまでの話し合いの大方の方向性

ができてくれば、市民自治協議会の規約を作成していきます。 

【規約の記載事項例】 

■ 名称 

■ 設立の目的 

■ 区域 

■ 事務所の所在地 

■ 構成員に関する事項 

■ 活動の内容 

■ 代表者及び役員等の職務、任期、選出方法に関する事項 

■ 議決機関及び執行機関に関する事項 

■ 会計に関する事項（経費・会計年度・監査等） 

■ 情報公開・個人情報保護に関する事項  等 
 

 

 

４ 第４段階  
 

 市民自治協議会設立総会の開催、市民自治協議会設立 

プラットホーム（設立準備会）が発起人となって協議会設立総会を開催し、規約、地域

のまちづくりの将来ビジョン等の議題が議決されれば、必要書類を添付し、市に認定申請

を提出します。その後、市の審査を経て、市民自治協議会の設立となります。設立総会の

開催日時・開催内容・開催結果等についての情報は広く地域住民に知らせることが大切で

す。 

市は、認定申請が提出されたら、地域課題解決のために、地域のことは地域で考え、取

り組んでいく組織で、民主的で透明性のある組織であれば、生駒市自治基本条例に基づく、

市民自治の主たる担い手として市民自治協議会を認定します。 

設立後には、総会で承認された地域のまちづくりの将来ビジョンに基づいて活動を行っ

ていくことになります。 

繰り返しになりますが、地域住民の誰もが自由に発言できるような場をつくり、それを

踏まえて議論がなされ、その過程が公開されているか、また、地域のまちづくりの将来像

を地域において共有する取組みがなされているかが大切となってきます。 

 認定への必要書類を記載 
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Ⅲ.市民自治協議会ができた後について 

協議会設立総会が終わり、市から認定を受けたら、市民自治協議会として、地域まちづく

りの将来ビジョンに基づき、課題解決に向けて各種事業に取り組んでいきますが、それらを

実現するために、具体的に何をするのかを定めた事業計画を決めていきます。事業計画には、

事業の実施主体・役割分担、スケジュール、予算などもあわせて検討していき、その緊急性

や重要性に応じて、優先順位をつけていきます。 

この計画の作成もまちづくりの一環と捉え、状況を地域住民に周知しながら進めていくこ

とが大切です。 

おおまかな流れとして、 

① どのような事業を行うのか提案していき、例示していきます。この際には、アンケー

トなどで多くの地域住民から取組みの提案や意見を募ってきます。 

② 提案や意見をもとに、重要性や実現性を重視しながら事業計画案を作成していきます。 

この際には、事業項目、内容を決め、誰が（役割分担）、いつごろ（実施時期）などを明ら

かにすることで、具体化へ向かって進みます。具体的な事業をこういった視点からみると、

実現性のある提案のチェックができます。 

役割分担については、協議会の部会でできること、他団体、事業者、行政、協働で行うこ

となどに整理します。実施時期については、短期的にすべきこと（すぐに着手）、中期的にす

べきこと（３年～５年以内に着手）、長期的にすべきこと（５年～１０年までに着手できたら

いい）などに分類していきます。これらを明らかにすることで、実施すべき事業が具体化さ

れていきます。 

【記載の例】 

基本方向性１ 安心安全な地域づくり 

■ 子どもから高齢者まで誰もが安全で安心して暮らせる地域を目指していきます。 

事業項目 内容 役割分担 実施時期 

あいさつ運動 
あいさつの励行を推進・啓発することを通して、人権が
尊重された安心と安全が実感できるつながりあるまち
を目指す。 

◆◆部会 短期 

見守り活動の実施 
高齢者が安心して暮らせるように地域ぐるみで高齢者
の見守り活動を行うとともに、活動を通じて交流を図
る。 

○○部会 短期 

・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ 
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事業計画が出来上がれば、協議会設立時に定めた地域のまちづくりの将来ビジョンととも

に、地域の住民の皆さんにわかるようにまちづくり計画書としてまとめます。そして、皆さ

んで共有できるように、周知を行うなど事業への協力を呼びかけ、一緒になって地域の目標

に向かって取り組もうという雰囲気をつくっていき、事業を実施していきます。 

計画書については、他市の事例を見ると、地域まちづくり目標・将来ビジョン、事業計画

のほかに、地域の概要、地域住民の意見の反映・幅広い参画を促す・地域の現状の把握のた

めのアンケート調査の結果、策定経過等も記載しているケースが見受けられます。 

【参考：各市の計画書に記載されている項目例】 

組織名 計画に記載されている項目 

高浜市吉浜まちづくり

協議会 

はじめに（計画の位置づけ、構成と期間、策定体制）／現況と特徴・課題（地区

の概要、地区のあゆみ、アンケートに見る地区の長所と課題）／地区の将来像と

まちづくりの基本方針／まちづくり戦略計画（事業スケジュール、事業名・事業

内容・行動目標・実施主体、将来像のイメージ）／まちづくりの推進方策（まち

づくりの推進体制）／資料（策定経過、校区マップ等）  全２１頁（資料含ま

ず） 

伊賀市島ヶ原地域まち

づくり協議会 

地域の特性と人口動態／地域まちづくり目標／各分野別まちづくり目標・基本方

針、現状・課題、各種施策  全２３頁 

東近江市玉緒地区まち

づくり協議会 

はじめに／計画の概要（策定の趣旨、計画の構成と期間、地区の概要、地区の人

口と世帯、まちづくりアンケート、地区の現状と課題）／基本計画（まちづくり

の将来像<キャッチフレーズ>、まちづくりの柱、計画の体系と基本施策）／シン

ボル的なプロジェクト（里山ハートフルプロジェクト、地域交流プロジェクト、

支えアイ(EYE)プロジェクト）／計画推進のために（計画推進体制<将来イメージ>）

／資料（策定経過、計画策定の経緯）  全４４頁（資料含まず） 

松山市桑原地区まちづ

くり協議会 

はじめに／地区の概要／地区のコミュニティの現状／協議会立ち上げの経緯／ま

ちづくりの理念／まちづくりの 6 本柱と重点目標／重点目標別の主な取り組み／

資料（地区年表、地区自慢、アンケート結果等）  全２９頁（資料含まず） 

鳥取市湖南地区まちづ

くり協議会 

はじめに／地域の現状／アンケートからみた現状と課題／地域コミュニティ計画

（まちづくりの目標、計画書<基本目標Ⅰ～Ⅷ）／組織（組織図、組織体制、協議

会名簿、目的と事業）  全２５頁 

呉市仁方町まちづくり

推進協議会 

はじめに／まちづくり計画策定の経緯／推進協議会役員名簿／地区の概要／地区

の基本計画／今後のまちづくりについて／事業体系図   

全９頁 

 

事業実施後は、実施した事業が当初の計画に合致しているかどうかを検証することが必

要です。その際には、多くの住民の理解を得られたか・参加があったか、事業の目標が共

有され、事業内容が適切であったか、新たな課題が発生していないかなどの視点から検証
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していき、次回に実施する事業に反映させていくことが大切となってきます。また、地域

の実情に応じて、地域の課題の抽出を定期的に行い、事業に反映させていくという視点も

必要となってきます。 

 

【上記以外にアンケート調査等による他市の例】 

・出来る限り多くの住民が参加する機会を確保するよう努力するとともに、地道なパトロールや

環境美化活動など地域住民に認められるような活動を心掛けることが大切です。 

・市から補助金等がなくても継続していけるような金銭面での充実（自主的な財源の確保）や組

織が充実していくような仕組み（役員などの人が変わっても継続していける組織）を作ることが

必要だと考えます。 

 

※地域まちづくり計画の策定についての支援も今後検討していきます。 
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Ⅳ．Ｑ＆Ａ 
 

Ｑ１ 自治会と市民自治協議会とはどう違いますか 

Ａ１：市民自治協議会は、既存の自治会の組織を解体したり、現在自治会で取り組まれて

いる事業全てを小学校区組織に移管するものではなく、自治会の活動を尊重しつつ、

ひとつの自治会では解決が難しい課題や、広域で実施した方がより効果的な課題につ

いて、小学校区単位以下で取り組んでいただき、よりよい地域づくりを進めていこう

という取組を進めていくものです。ですので、個々の自治会活動は引き続き地域住民

に一番身近な組織として活動していただきます。 

自治会については、地域の人と人、地域と人、さらには地域と市をつなぐ地域活動の

核として、地域においてなくてはならない存在であることから、市民自治協議会が設立

されたのちも、組織の構成団体の中心的な役割を果たしていただくことになります。 

 

Ｑ２ 
各種団体の活動は今後どうなりますか。また、市民自治協議会との関係はどうなり

ますか。 

Ａ２：市民自治協議会と自治会や各種団体は上下でつながっているものでなく、それぞれ

が協議会の中で、横のつながりを持って、構成団体として、地域内の総意に基づき地

域課題の解決のための活動に携わっていくことになります。 

ただ、活動をしていく中で、活動の担い手不足によって継続が難しくなった事業に

ついては、市民自治協議会の事業として、協議会の構成団体の連携の下に継続して実

施することも考えられます。 

 

Ｑ３ 
市民自治協議会を設立すれば、既存の団体の活動に加え、協議会の活動も行うこと

になり、負担が増え、屋上屋を重ねることにならないでしょうか。 

Ａ３：地域課題の解決に向けての協議やそれ伴う活動や事業の実施などにより、今まで以

上に地域にかかる仕事は増えることは考えられます。しかし、ライフスタイルの変化

や地域のつながりの希薄化などにより、役員の担い手不足や、各種行事等への参加数

の減少など課題も出てきています。また、少子高齢化や高齢単身世帯の増加などによ

り、従来の枠組みだけでは対応が難しくなる課題も想定されます。ですので、現状の

地域コミュニティを将来的にも維持・発展させていくため、市民自治協議会のような

取組が今後重要となってくると考えています。 

 

Ｑ４ 市民自治協議会の構成員について 
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Ａ４：市民自治協議会の構成員については、区域にある自治会をはじめ、各種団体、事業

者、区域内で生活しているすべての住民を構成員として考えます。地域住民の皆さん

誰もが参加したいと思えるよう、開放された組織や活動にしていただきたいと考えて

います。 

 

Ｑ５ 
地域において、まちづくり組織があるが、この組織が市民自治協議会になることは

できるのか。 

Ａ５：市民自治協議会を構成する団体は、各地域の特性や状況に応じて構成されると考え

ますので、すべて一律ではございません。ですので、既存の組織がある場合は、それ

を母体として、様々な地域課題に対し事業や活動を総合的に展開できるようであれば、

市民自治協議会として拡充されることも考えられます。 

 

Ｑ６ 
市民自治協議会の区域を概ね小学校区程度以下としていますが、別の区割りは認め

られないのか。 

Ａ６：区域については、地域の皆さんのお互いの顔が見える範囲、あるいは地域の特性や

課題が共有できるような範囲ということで、概ね小学校区程度以下としています。し

かし、各種団体の活動状況・範囲などの状況により、別の区割りで検討される場合は、

対象区域内で十分に検討された上で、関連する地域との協議を経ることが必要となっ

てきます。 

 

Ｑ７ 市民自治協議会の活動資金について 

Ａ７：活動を行うには資金も必要となります。自主的な活動を推進するということから、

必要な資金も地域で自主的に募っていただくのが基本的な考え方です。将来的には、

市民自治協議会によるＣＢ（コミュニティビジネス）の起業や、施設の指定管理者な

ども考えられます。しかし、地域の課題を地域全体で考え、解決していくことは、地

域のニーズに的確に対応して地域の個性に根ざした真の豊かさを実現できるものであ

ろうことから、市としても予算の範囲内で補助金を支出します。 

 

Ｑ８ 市民自治協議会の活動の拠点施設について 

Ａ８：継続的に活動するためには、拠点施設も必要になることから、地域にふさわしい場

所を拠点施設として活用する必要があります。その場合に、市としても、地域の実情

に合わせた形での支援を行います。 


